
イ
ラ
ン
情
勢
に
よ
る
物
価
高
や
医

療
・
建
設
現
場
で
の
ナ
フ
サ
由
来
製
品

不
足
へ
の
対
策
と
し
て
、
実
態
調
査
や

区
独
自
の
給
付
金
支
給
、
「
経
営
力
強

化
支
援
事
業
」
の
再
開
な
ど
補
正
予
算

に
よ
る
緊
急
支
援
を
強
く
求
め
ま
し

た
。区

長
は
、
ハ
ッ
ピ
ー
商
品
券
の
拡
充

な
ど
の
対
応
を
行
っ
て
い
る
と
答
弁
し
、

個
別
の
相
談
に
は
応
じ
る
も
の
の
、
実
態

調
査
や
独
自
の
給
付
金
支
給
、
「
経
営
力

強
化
支
援
事
業
」
再
開
に
つ
い
て
は
こ
と

ご
と
く
拒
否
し
ま
し
た
。

区
長
は
特
別
区
長
会
の
会
長
と
し
て

「
有
料
化
に
よ
る
ご
み
減
量
効
果
は
一

時
的
」
と
認
め
て
い
ま
す
。
ま
た
記
者

会
見
で
は
、
有
料
化
に
必
須
の
戸
別
収

集
へ
の
移
行
は
「
数
百
億
円
の
赤
字
が

出
る
見
込
み
」
と
も
述
べ
ま
し
た
。
そ

れ
な
ら
ば
住
民
に
負
担
を
強
い
る
有
料

化
の
検
討
は
中
止
す
べ
き
で
あ
り
、
分

別
の
徹
底
や
建
設
由
来
の
ご
み
減
量
を

優
先
す
る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

区
長
は
、
「
課
題
が
多
く
た
だ
ち
に

実
施
で
き
る
状
況
に
な
い
」
と
言
い
な

が
ら
も
、
清
掃
工
場
を
持
た
な
い
区
と

し
て
「
有
料
化
の
検
討
は
必
要
」
と
の

姿
勢
を
変
え
ま
せ
ん
で
し
た
。

高
市
政
権
に
よ
る
排
外
主
義
的
政
策

の
一
つ
で
あ
る
「
経
営
・
管
理
」
ビ
ザ

の
許
可
基
準
厳
格
化
（
資
本
金
要
件
の

5
百
万
円
か
ら
3
千
万
円
へ
の
引
き
上

げ
等
）
に
つ
い
て
、
区
内
に
は

1
2
0
0
人
以
上
の
対
象
者
が
お
り
、

小
規
模
事
業
者
の
廃
業
や
地
域
経
済
へ

の
打
撃
、
日
本
で
生
ま
れ
育
ち
日
本
語

し
か
話
せ
な
い
子
ど
も
た
ち
の
人
権
を

脅
か
す
深
刻
な
実
態
を
、
当
事
者
へ
の

聞
き
取
り
を
も
と
に
指
摘
し
、
国
に
対

し
、
既
存
の
在
留
者
へ
の
経
過
措
置
の

柔
軟
な
適
用
や
、
子
ど
も
に
配
慮
し
た

積
極
的
な
ビ
ザ
許
可
を
要
望
す
る
よ
う

強
く
求
め
ま
し
た
。

区
長
は
、
在
留
資
格
は
国
の
専
権
事

項
で
あ
る
と
し
て
、
国
へ
の
要
望
を
一

切
拒
否
し
、
子
ど
も
の
人
権
問
題
に
つ

い
て
は
一
言
も
答
え
ま
せ
ん
で
し
た
。

既
存
の
施
設
に
通
え
な
い

不
登
校
児
童
へ
初
期
段
階
か

ら
特
性
に
合
っ
た
居
場
所
を

提
供
す
る
①
小
学
生
向
け
分

教
室
型
「
学
び
の
多
様
化
学

校
」
の
設
置
と
、
家
庭
を
丸

ご
と
捉
え
た
包
括
的
な
支
援

新
宿
区
の
市
街
地
再
開
発

事
業
等
は
2
0
2
4
年
度
ま

で
に
完
了
ま
た
は
事
業
中
の

事
業
が
22
あ
り
ま
す
。
都
施

工
や
個
人
施
工
を
除
き
、
40

年
間
で
17
事
業
へ
税
金
投
入

は
合
計
で
約
6
5
0
億
円
、

そ
の
う
ち
区
か
ら
出
し
た
補

助
金
は
約
5
2
2
億
円
。
区

新宿区が今年度から、自衛隊員募集用に18歳の区民の住所氏名を
宛名シールで提供する方針に対し、弁護士を代表とする区民から、中止
を求める陳情が提出されました。個別同意や十分な周知を経ない個人
情報提供であり、重大なプライバシー侵害の懸念が指摘されました。
日本共産党は陳情に賛同し、区の情報管理のあり方などを厳しく
追及。HPで自衛隊との覚書を公開するなどの改善を表明させまし
た。しかし区の方針を容認する会派も多く、意見が分かれたため、陳
情は「審査未了」となり今後の議題から外されました。

新宿区内の民泊の件数は約3,800件（全国の約1割）。区民の住
環境を守るため、日本共産党区議団は、住宅地では民泊を禁止す
べきと主張し、法改正や区の民泊条例を改正し規制強化すること
を繰り返し求めてきました。
今定例会でも、住宅地での民泊は全面禁止すべきと求めると、
区長は「法の目的を逸脱する」として「できない」という答弁でした。
しかしその後、国は、住宅地での民泊を事実上禁止できるようにす
るという方針転換を自治体に通知しました。今後の区長の対応が
問われます。

体
制
を
構
築
す
る
②
ス
ク
ー

ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の

全
中
学
校
区
へ
の
直
接
配
置

を
要
求
し
ま
し
た
。

本
年
9
月
か
ら
の
小
学
校

15
校
へ
の
支
援
員
配
置
を
踏

ま
え
全
校
へ
の
配
置
を
検
討

す
る
旨
の
答
弁
は
あ
り
ま
し

た
が
、
①
②
の
提
案
は
他
自

治
体
の
動
向
を
参
考
に
研
究

す
る
と
の
答
弁
に
留
ま
り
ま

し
た
。
引
き
続
き
誰
一
人
取

り
残
さ
な
い
教
育
に
向
け
取

り
組
み
ま
す
。

は
さ
ら
に
市
街
地
再
開
発
事

業
を
進
め
る
計
画
で
す
。

一
方
直
近
の
区
営
住
宅
73

戸
の
建
設
費
は
約
16
億
円
で

し
た
。
単
純
計
算
で
1
0
0

億
円
を
区
営
住
宅
建
設
に
使

え
ば
4
0
0
戸
程
度
建
つ
計

算
で
す
。
1
世
帯
に
月
2
万

円
の
家
賃
補
助
を
3
千
世
帯

に
実
施
す
る
と
7
億
2
千
万

円
で
出
来
ま
す
。
市
街
地
再

開
発
事
業
よ
り
も
区
営
住
宅

の
建
設
や
家
賃
補
助
の
実
施

を
」
と
の
質
問
に
、
区
は

「
考
え
は
な
い
」
と
回
答
し

ま
し
た
。

■日本共産党新宿区議団ニュース　2026年 7月号

区
独
自
の
物
価
高
対
策
を

家
庭
ご
み
有
料
化
ス
ト
ッ
プ
!

「
経
営・管
理
」ビ
ザ
厳
格
化
は

見
直
し
を

不
登
校
対
策
の
拡
充
を

再
開
発
に
補
助
金
出
す

よ
り
区
民
に
家
賃
補
助
を

自衛隊への本人同意なき
個人情報提供はやめよ!

住宅地
での

新宿区内の民泊の件数は約3,800件（全国の約1割）。区民の住

住宅地
での民泊

区議団控室 ☎03-5273-3551各議員と区議団は、定例の法律・くらしの相談会を
行っています。お気軽にお問合せください。 川村のりあき 070-6510-8893

西落合1-32-18

佐藤 佳一 090-2641-8431
北新宿1-6-16-602近藤 なつ子 090-4849-3227

戸山1-16-16-310

杉山 直子 下落合2-6-13-401
080-5467-8774

沢田 あゆみ 090-3088-9591
西早稲田2‒19‒1共美ビル

高月 まな 大久保1-3-3-402
080-5876-2337藤原 たけき 070-5371-5853

山吹町311 榎本荘1階

代
表
質
問

杉
山
直
子
議
員

は全面禁止を!

一
般
質
問

川
村
の
り
あ
き
議
員

一
般
質
問

近
藤
な
つ
子
議
員


